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ることにより人材力強化を進め、力強く持続可能な農
業構造を実現する。

②　水田・畑作・野菜・果樹の産地・担い手が創意工夫
を活かして地域の強みを活かしたイノベーションを起
こすのを支援することにより、農業の国際競争力の強
化を図る。

③　省力化機械の整備等による生産コストの削減や品質
向上など収益力・生産基盤を強化することにより、畜
産・酪農の国際競争力の強化を図る。

④　米・牛肉・青果物・茶・林産物・水産物など重点品
目の全てで輸出先国の関税が撤廃される中、高品質な
我が国農林水産物の一層の輸出拡大、輸出阻害要因の
解消、６次産業化・地産地消による地域の収益力強化
等により、攻めの農林水産業を推進する。

⑤　原木供給の低コスト化を含めて合板・製材の生産コ
スト低減を進めることにより、合板・製材の国産シェ
アを拡大する。

⑥　浜の広域的な機能再編等を通じて持続可能な収益性
の高い操業体制への転換を進めることにより、水産業
の体質強化を図る。

⑦　消費者の国産農林水産物・食品に対する認知度をよ
り一層高めることにより、安全・安心な国産農林水産
物・食品に対する消費者の選択に資する。

⑧　攻めの農林水産業への転換を促進する規制や税制の
在り方を検証し、実行する。

（２）経営安定・安定供給のための備え（重要５品目関連）
　関税削減等に対する農業者の懸念と不安を払拭し、
TPP協定発効後の経営安定に万全を期すため、生産コス
ト削減や収益性向上への意欲を持続させることに配慮し
つつ、協定発効に合わせて経営安定対策の充実等の措置
を講ずる。国産の牛肉・豚肉、乳製品の安定供給を図る
ため、畜産・酪農の経営安定対策を以下のとおり充実す
る。
①　肉用牛肥育経営安定特別対策事業（牛マルキン）及

び養豚経営安定対策事業（豚マルキン）を法制化する。
②　牛・豚マルキンの補填率を引き上げるとともに（８

割→９割）、豚マルキンの国庫負担水準を引き上げる
（国１：生産者１→国３：生産者１）。

③　肉用子牛保証基準価格を現在の経営の実情に即した
ものに見直す。

④　生クリーム等の液状乳製品を加工原料乳生産者補給
金制度の対象に追加し、補給金単価を一本化（準備が
整い次第、協定発効に先立って実施）した上で、当該
単価を将来的な経済状況の変化を踏まえ適切に見直
す。

①

総合的なTPP関連政策大綱の
概要1

　政府は平成27年11月25日、TPP総合対策本部（本部長：内閣総理大臣）第2回会合を開催し、「総合的
なTPP関連政策大綱」を決定した。本大綱は、「TPPの効果を真にわが国の経済再生、地方創生に直結させ
るために必要な政策、及びTPPの影響に関する国民の不安を払拭する政策の目標を明らかにするもの」と位
置づけられている。

　本大綱では、TPPをアベノミクスの「成長戦略の切
り札」となるもの、つまり、「TPPは世界のGDPの約４
割（3,100兆円）という、かつてない規模の経済圏をカ
バーした経済連携で、その効果として人口８億人という
巨大市場が創出され、その先には、東アジア地域包括的
経済連携（RCEP）、さらにはアジア太平洋自由貿易圏

（FTAAP）と、アジア・太平洋の国々と共にもっと大
きな経済圏をつくり上げていくことが期待される」とし
ている。
　その上で、本大綱に掲げた主要施策については、既存
施策を含め不断の点検・見直しを行う。また、農林水産
業の成長産業化を一層進めるために必要な戦略、さらに、
わが国産業の海外展開・事業拡大や生産性向上を一層進
めるために必要となる政策については、28年秋を目途に
政策の具体的内容を詰めることを明記している。本大綱
と併せ、政府では、TPPについて国民に対する正確かつ
丁寧な説明・情報発信に努め、TPPの影響に関する国民
の不安・懸念を払拭することに万全を期すとしている。
　
　とくに、関税撤廃率81％である農林水産分野について
は、重要品目を中心に、意欲ある農林漁業者が安心して
経営に取り組めるようにすることにより確実に再生産が
可能となるよう、交渉で獲得した措置と合わせて、経営
安定・安定供給へ備えた措置の充実等を図る。また、成
長産業化に取り組む生産者がその力を最大限に発揮する
ために、輸入品からの国内市場の奪還、輸出力の強化、
マーケティング力の強化、生産現場の体質強化・生産性
の向上、付加価値の向上など、成長産業化に取り組む生
産者を応援する。
　農林水産分野の対策の財源については、TPP協定が発
効し関税削減プロセスが実施されていく中で将来的に麦
のマークアップや牛肉の関税が減少することにも鑑み、
既存の農林水産予算に支障を来さないよう政府全体で責
任を持って毎年の予算編成過程で確保するものとする。
また、機動的・効率的に対策が実施されることにより生
産現場で安心して営農ができるよう、基金など弾力的な
執行が可能となる仕組みを構築するものとする。具体的
な施策は次のとおりである。

（１）攻めの農林水産業への転換（体質強化対策）
　関税削減による長期的な影響が懸念される中で、農林
漁業者の将来への不安を払拭し、経営マインドを持った
農林漁業者の経営発展に向けた投資意欲を後押しする以
下の対策を集中的に講ずる。
①　農業者の減少・高齢化が進む中、今後の農業界を牽

引する優れた経営感覚を備えた担い手を育成・支援す


